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研究成果の概要（和文）：両立支援策（育児休業ならびに短時間勤務制度）を利用する正規従業

員を部下としたことがある管理職（課長クラスを中心とした）を対象とし、次の 3点を明らか

にした。第一に、彼らの両立支援策自体に対する肯定的評価や否定的評価に対して影響を与え

る要因を明らかにした。第二に、彼らの両立支援策に対する認知や両立支援策を利用する者を

部下とする経験がもたらす行動や情緒への影響を明らかにした。第三に、両立支援策を利用す

る者を部下とする経験が両立支援策利用者を超えて部下全体に与える影響を明らかにした。 

 

研究成果の概要（英文）：Managers have a key role in introducing Work-Life Balance practices.  
These studies revealed antecedent factors of managers’ perception about Work-Life Balance 

practices and the effect of the experience that managed subordinates who used Work-Life 

Balance practices to their leadership behaviors. First, the reasons of introducing Work-Life 

Balance practices effected significantly their perception about Work-Life Balance practices. 

Second, managers’ perception about Work-Life Balance practices affected their leadership 

behavior. Third, the managers’ experiences that managed subordinates using Work-Life Balance 

practices enhanced managers’ organizational commitment. 
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１．研究開始当初の背景 

この数年、働き方の多様化に関する議論が盛

んになされている。「働き方の多様化」には、

いくつかの流れがあるが、その１つは女性従

業員の増加や少子化を背景として導入が進

んだ、両立支援策の導入の結果生じた多様化

である。両立支援策とは、働く人々が希望す

る生活と仕事の両立を阻害する要因を取り

除き、両立を可能とするための取り組みのこ

とである。現時点で両立支援策として挙げら

れる施策は、育児や介護に関連する施策に集

中する傾向にある。これは１つには両立支援

が女性の就業継続や少子化への対応として

の役割を担っていることに起因する。具体的
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には、育児休業制度や看護休暇など休業・休

暇に関する施策、短時間勤務や在宅勤務など

労働時間や場所に関する施策、育児サービス

費用の補助など経済的援助に関する施策、事

業所内託児所など施策や育児サービスに関

する施策、勤務地限定などの人事・労務上の

配慮などが含まれる。 

両立支援策は、対象者を限定する施策である

一方で、企業の負担は必ずしも少ないとは言

えない。そのため、両立支援策が企業に対し

てもたらす効果に関する検証が数多く蓄積

されてきた。先行研究の多くの研究のデザイ

ンは両立支援策の有無と企業のパフォーマ

ンスとの関連を検証するものであり、管理職

に関する要因が企業のパフォーマンスに与

える影響についてはあまり検討されていな

い。両立支援に限らず、施策が効果を発揮す

るためにはその運用が非常に重要な要因と

なることを考慮するならば、運用がパフォー

マンスに与える影響、すなわち運用場面にお

いて大きな役割を担う管理職が与える影響

について検討することが不可欠である。 

そこで、本研究は就業形態が多様化した部下

を管理することは、部門業績に対して責任を

持つ管理職にとって新たな困難をもたらし、

彼らの役割に変化をもたらすものであると

いう認識に基づき、管理職の立場から両立支

援策を明らかにすると同時に、管理職の両立

支援策に対する認知に影響を与える要因、さ

らには管理職の両立支援策に対する認知が

与える影響を検討することを通じて、両立支

援策と企業のパフォーマンスの間をつなぐ

プロセスに関する検討を可能にする。 

 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は以下の３点である。 

管理職の短時間勤務制度に影響を与える要

因 

管理職の人事制度に対する認識は様々な要

因から影響を受けることから、企業属性（業

種・従業員規模等）、HRM 施策、両立支援策の

中でも短時間勤務制度を取り上げ、その制度

概要、制度の運用状況が、短時間勤務制度に

対する管理職の評価である「肯定的評価」「否

定的評価」に与える影響を検証した。 

 

(2)管理職の短時間勤務制度に対する認識が

リーダーシップ行動に与える影響 

短時間勤務制度に対する管理職の評価であ

る「肯定的評価」「否定的評価」が管理職の

リーダーシップ行動に与える影響を検討す

る。短時間勤務制度に関連するリーダーシッ

プ行動として、「達成圧力」「配慮」というリ

ーダーシップの２つの基本的な行動に加え、

短時間勤務制度利用者が部下にいることで

生じる「コンフリクトへの対応」もリーダー

シップ行動として取り上げ、それらに与える

影響を検証した。 

 

(3)管理職の両立支援策利用者（育児休業・

短時間勤務制度双方を含む）を部下とする経

験がもたらす影響 

(2)で取り上げなかった組織コミットメント、

従業員全体を対象とした時に、労働時間削減

を目的とした場合に管理職として求められ

る行動を対象として、管理職が両立支援策利

用者（育児休業・短時間勤務制度双方を含む）

を部下とする経験を蓄積することで管理職

に生じる影響、管理職を通じて部下にもたら

される影響を検証した 

 

３．研究の方法 

(1) 文献研究  

両立支援策、なかでも両立支援策とパフォー

マンスとの関連について論じられた実証研

究、リーダーシップ行動に影響を与える要因

についての研究、経験からの学習に関する先

行研究ならびに理論的背景に関する論文に

ついて、主として 2000 年度～2010 年度まで

の範囲で選び出し、レビューを行った。 

 

(2) 企業インタビュー 

 両立支援策を導入し、一定の成果を挙げて

いると評価されている企業に対してインタ

ビュー調査を行った。 

 

(3) 質問紙調査 

① 両立支援策利用者を部下としたことがあ

る管理職（300 人以上の従業員規模の企業に

勤務しており、課長以上であること）に対し

て、インターネットで調査を実施した。 

 

②両立支援策全般を含むワーク・ライフ・バ

ランスについての企業調査・管理職調査・従

業員調査を実施した（共同研究）。 

 

 

４．研究成果 

 

管理職の短時間勤務制度に影響を与える要

因 

管理職の短時間勤務制度に対する認知とし

て「積極的評価」「否定的評価」という２つ

を設定した。その上で、「積極的認識」には、

「女性活用への積極的な組織風土」「短時間



勤務制度の利用可能期間」「従業員を重視し

ての導入」「社会的要請等による消極的導入」

という4つの要因が影響を与えることが確認

された。 

女性を積極的に活用する組織風土があり、短

時間勤務制度を法律対応といった消極的な

理由ではなく従業員への肯定的影響を目的

として導入したと管理職が認識し、短時間勤

務制度を利用できる子供の年齢の上限が低

い方が、管理職が短時間勤務制度を積極的に

評価する。 

また、短時間勤務者の中心が女性であること

から、女性を積極的に活用する組織風土であ

ることが、管理職の短時間勤務制度への積極

的評価につながるのであろう。 

 一方、「否定的評価」には、「管理職一人当

たりのマネジメント人数」「短時間勤務の制

度化の有無」「短時間勤務者の１日あたりの

勤務時間」「従業員を重視しての導入」「短時

間勤務利用者の仕事内容」の５要因が影響を

与えることが明らかになった。 

短時間勤務が制度化されず実質的に認めら

れている場合や、短時間勤務者の勤務時間が

短く、彼らの仕事内容が定型的・補助的であ

る場合に、管理職は短時間勤務制度を否定的

に評価する。短時間勤務者の仕事内容が定型

的・補助的であると、管理職にとって短時間

勤務者の代替可能性を高く認識することか

ら「否定的評価」につながるのであろう。 

また、短時間勤務者のマネジメント経験が増

えるとで、「否定的評価」が低くなることが

確認された。実際に、短時間勤務者を部下と

することで、制度に対する評価が修正される

ためであろう。導入理由については、従業員

への肯定的影響を目的として短時間勤務制

度を導入していないと管理職が認識するこ

とが「否定的評価」を高める。  

これらの結果から、短時間勤務制度の導入理

由が「積極的評価」「否定的評価」に対して

大きな影響与えることが明らかになった。従

業員への肯定的影響を目的として導入され

ていると管理職が認識することが「積極的評

価」につながり、そうとは認識しないことが

「否定的評価」につながる。また、法律など

周囲の要請に応じての導入という消極的な

導入理由は、「否定的評価」を高めることは

しないが、「積極的評価」を低める 

短時間勤務制度の概要について注目すべき

は、短時間勤務者の勤務時間が短いことが

「否定的評価」を高め、短時間勤務可能期間

が短いことが「積極的評価」を高めることで

ある。このことは、短時間勤務者と通常の正

社員との勤務形態における違いの大きさが、

管理職に制度への評価と関連していること

を意味する。短時間勤務者の勤務時間がより

短いことで、他の正社員との勤務時間上の違

いをより強く認識し、かつ勤務時間上の制限

が大きくなることでマネジメント上の煩雑

さが増し、部門全体の戦力がよりダウンする

ことから、「否定的評価」が高まるのであろ

う。一方、短時間勤務可能期間が短い方が「積

極的評価」を高めることから、管理職が短時

間勤務制度は「なんらかの理由で勤務時間を

制限せざるを得ない正社員を一時的に支え

る制度」という一時的かつ緊急避難的な制度

である場合に、肯定的に評価をすると言える。

逆に、長期にわたり短時間勤務を継続する正

社員の出現には懐疑的だと言える。  

 

管理職の短時間勤務制度に対する認識がリ

ーダーシップ行動に与える影響 

(2)に関する分析からは以下の 3 点が確認さ

れた。 

①管理職の短時間勤務制度対する認識は管

理職のリーダーシップ行動（「達成圧力」「配

慮」「コンフリクトへの対応」）に影響を与え

ることが確認された。この結果は、WLB 施策

の運用場面における管理職の役割を指摘し、

WLB 施策に対する管理職の理解が、WLB 施策

の効果を高める上で重要とする先行研究の

結果を支持するものである。  

②一方で、短時間勤務制制度に対する評価が

リーダーシップ行動に与える影響は一様で

はない。「制度への評価」は短時間勤務者の

存在によって生じる「コンフリクトへの対

応」に最も大きく影響を与えることから、「制

度への評価」は制度がもたらす問題に対する

行動への積極性に大きな影響を与えると考

えられる。ここで注目すべきは、必ずしも制

度に対する積極的な評価だけが「コンフリク

トへの対応」に影響を与えるわけではなく、

否定的な評価も「コンフリクトへの対応」を

強化することである。リーダーシップ行動に

対して影響を与える要因として注目すべき

は、制度の導入理由の１つである「消極的導

入」と、短時間勤務者の「勤務時間」である。

この 2要因は、ともに「配慮」と「達成圧力」

を強化する働きを持つ。部下に影響力を持つ

管理職が、自社は周囲からの要請や法律への

対応のために短時間勤務制度を導入したと

する「消極的導入」という認識を持つことは、

部下も同様の認識を持つことにつながり、結

果として部下の短時間勤務に対する反応を

否定的反応も含めた多様なものとすると同

時に、多様なものとなるであろうという管理

職自身の予測につながるであろう。この状況



は管理職からすると、部門にとってのリスク

と捉えることができる。同様に、短時間勤務

者の勤務時間がより短いことは、部下間での

勤務時間上の違いをより大きくすることで、

部下からの反応を多様かつ強化する、もしく

は仕事の進捗にとって障害となるといった、

部門にとってのリスクに繋がると管理職は

捉えるのではないだろうか。 これらのこと

から、短時間勤務者の存在が部門にとってリ

スク要因になるという認識につながる要因

が、「配慮」や「達成圧力」といった主要な

リーダーシップ行動に影響を与えると考え

られる。「否定的評価」が「コンフリクトへ

の対応」に影響を与えるのも同じ論理であろ

う。  

③短時間勤務を利用可能な期間が短い方が、

「達成圧力」が強化されることをふまえるな

らば、リスクが一時的なものであることが、

管理職の行動にとって重要なのかもしれな

い。すなわち、「リスク要因はあるが、それ

は一時的なものである」という認識が管理職

のリーダーシップ行動を強化するのではな

いだろうか。 

以上の 3点を踏まえると、管理職の WLB 施策

に対する認識は、WLB 施策の運用をきっかけ

として生じる問題への対応を中心として、

様々なリーダーシップ行動を強化すること

から、WLB 施策がもたらす効果を高める上で、

管理職がWLB施策に対して積極的な評価を持

ち、否定的評価を持たないことは重要だと言

える。ただし、「否定的評価」が「コンフリ

クトへの対応」を強化することから、「否定

的評価」が常に好ましくない影響を与えると

は限らない点に注意が必要である。さらに重

要なことは、部門にとってリスクにつながる

という認識をもたらす要因も、リーダーシッ

プ行動に影響を与え、その影響力は、WLB 施

策への認識と同等、場合によってはそれ以上

の大きさを持つことである。これは、「評価

への制度」の重要性を損なうものではないが、

WLB 施策運用上の主要な担い手である管理職

に注目する際に、施策への理解ばかりでなく、

彼らがリスクと認識するような要因にも焦

点をあてる必要性を指摘するものであろう。  

 

管理職の両立支援策利用者を部下とする経

験がもたらす影響 

両立支援策利用者を部下とする経験は、管理

職の組織コミットメント（情緒的コミットメ

ント・継続的コミットメント）を高めた。特

に、継続的コミットメントは管理職の現時点

の部下の継続的コミットメントを高める結

果となったことから、管理職にとって両立支

援策利用者を部下とする経験は、両立支援策

利用者だけでなく管理する部下全体の継続

的コミットメントを高める。先行研究では、

両立支援策はその利用者の組織コミットメ

ントを高めることは指摘されていたが、管理

職やその部下の組織コミットメントまで高

めることは指摘されていなかったことから、

この点は両立支援策が組織にもたらす効果

を検討する上で重要な点を指摘するもので

ある。 

 また、両立支援策利用者を部下とする経験

は、管理職に業務の見直しや部下間での仕事

の助け合いをより促進することに繋がった。

管理職は両立支援策利用者が出現すること

で仕事上の見直しといった行動を取るよう

になると言える。 
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